

























































































































































































































































































































② 1988 Marshall ADM 15.1 37.6 株式会社
③ 1991 Morris DENCO 9.5 22.9 LLC




37.9 94.0 692 不明




14.4 32.0 354 LP
⑧ 1997 Bingham Lake POET 13.2 33.0 2413） LLP
⑨ 1997 Buffalo Lake
Minnesota 
Energy
7.2 17.8 325 不明
⑩ 1998 Preston POET 15.9 40.6 LLC
⑪ 1998 Luverne Corn-er Stone 8.3 20.3 197 協同組合




8.3 20.6 820 協同組合
⑬ 1999 Albert Lea POET 15.5 38.6 LLC
⑭ 2005 Lake Crystal POET 20.4 50.8 LLC
⑮ 2005 Granite Falls
Granite Falls 
Energy























多岐に亘る（Merrett and Walzer, 2001）。
新世代農協と伝統的な農協との基本的な相違点は，出荷権利株と制限的







































































トナーシップ（Limited Liability Limited Partnership: LP）を採用している
例がいくつかある（16）。


























































Grains with Solubles, 穀類蒸留粕）のほかに，ウォッカと有機アルコール
を生産している。ウォッカと有機アルコールはCVECの完全子会社である
























































地域 実施主体 原料 補助金 事業年度
北海道十勝地区 （財）十勝振興機構等 小麦等 環・経・農 2003〜05
北海道清水町 北海道バイオエタノール 甜菜、小麦 農 2007〜
北海道苫小牧市 オエノンホールディングス 米 農 2007〜
山形県新庄市 新庄市 ソルガム 農 2004〜06
新潟県 全国農業協同組合連合会 米 農 2007〜
大阪府堺市 大成建設、丸紅、大阪府等 建築廃材 環 2004〜06
岡山県真庭市 三井造船、岡山県等 製材工場残材 経 2004〜08
福岡県北九州市 新日鐵エンジニアリング 食品廃棄物 経 2007〜
沖縄県宮古島 りゅうせき サトウキビ 環 2004〜2007












































































































（15） ミネアポリスの法律事務所Dorsey & Whitneyでの聞き取りによる。な
お，1971年設立の南ミネソタ甜菜糖農協も新世代農協のモデルのひとつと
されているが，新世代農協として注目されたのは1990年代以降だという




















Anonymous （2004） Agralite fuels rural economic development with ethanol, 
vodka. Energy Services Bulletin 23 （2）.
CVEC （2006） 2006 Annual Report.
International Energy Agency （IEA） （2004） Biofuels for T ransport: An 
International Perspectives. IEA.
McCarthy, James E. and Mary Tiemann （2006） MTBE in Gasoline: Clean Air 
and Drinking Water Issues. Congressional Research Service.
Merrett, Christpher D. and Norman Waltzer eds. （2001） A Cooperative 
Approach to Local Economic Development. Greenwood Publishing. （村田武・
磯田宏監訳（2003）『アメリカ新世代農協の挑戦』家の光協会）
Renewable Fuels Association （RFA）（2005）The Importance of Preserving the 
Secondary Tariff on Ethanol.
RFA （2007） Building New Horizons: Ethanol Industry Outlook 2007.
USDA （2004） Bioenergy Program, Fact Sheet, Farm Service Agency, USDA.
伊藤公哉（2005）『アメリカ連邦税法 第３版』中央経済社。
エコ燃料利用推進会議（2006）「輸送料エコ燃料の普及拡大について」。
竹中章（2003）「アメリカ・レッドリバー平原における農民販売組織と家族農
場の新動向−新世代農協とLLCに注目して−」『農経論叢』59, pp.195-173.
手塚眞（2006）「米国およびブラジルにおける燃料エタノールの経済と政策」『平
成17年度 地域食料農業情報調査分析検討事業 米州地域食料農業情報調査
分析検討事業報告書』国際農林業協力・交流協会。
野口義直（2003）「米国の環境政策とバイオ・エタノール産業の成長」『経済論
叢』172（5･6）， pp.51-69.
バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議（2007）「国産バイオ燃料の大幅な生
産拡大」。
本庄資（2006）『アメリカ法人税法講義』税務経理協会。
